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国土交通大臣
太田　昭宏　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　DPI（障害者インターナショナル）日本会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議長　三澤　了
　　貴省におかれてはかねてより障害者、高齢者等の移動の円滑化に向けて、ご尽力賜り、感謝申し上げます。
2000年の交通バリアフリー法の制定、さらに2006年のバリアフリー新法の施行を経て、障害者、高齢者等を巡る移動・交通環境は一定の改善が図られ、社会参加の機会が広げられていることは確かであります。しかし、それはまだまだごく一部の社会、一部の地域、一部の乗り物でみられる現象であり、社会参加を望むすべての障害者、高齢者等が自由にその目的を達成することができる環境ではありません。
2006年12月に定められた障害者権利条約においては、バリアフリーは社会の基本原則であり、移動の自由の保障は基本的人権の保障に他ならないものと規定されています。
日本の社会がこの規定に沿うものとなるためにはまだまだ多くの課題を克服しなければならないものと考えます。バリアフリー法制定がなされて以降、より多くの広がりを見せている地域格差の問題、いつまでも根を絶たない利用者の人権を無視した乗車や搭乗拒否、利用拒否の実態、障害者、高齢者等の当事者抜きで作られていくバリアフリー政策等々、数え上げればきりがないほどの課題が浮かび上がってきます。
取り分け、障害者、高齢者等の航空機利用では、空港施設の整備をはじめ、航空会社の運用、並びに航空機の整備等において、他の公共交通の取組と比べて格段に遅れていることは明らかであります。
　国土交通省におかれては、これらの問題を当事者の声を重要なものと受け止めながら、早急に解決に向けての対策を講じられることを、以下要望するものであります。
記
１．空港施設の整備について
　バリアフリー法の移動等円滑化基準に基づき旅客ターミナルの整備で搭乗までの経路上の段差解消は進められてきている。しかし、航空機への搭乗では鉄道やバス等の他の交通機関と異なり、自分の車いすや電動車いすを預け航空会社が用意した車いす（兼アイルチェア）に乗り移り正着を行うことになる。
航空機の利用においても他の交通機関同様に可能な限り単独で、旅客施設の外部から旅客施設内へアプローチし、機内へスムーズに乗降できるよう、すべての行程において安全な連続性のある移動動線の確保が求められる。
　１）管理区域内への大型エレベーターの設置、固定橋への旅客搭乗橋（ボーディングブリッジ）　　
　　又はボーディングリフトの設置、搭乗橋と飛行機への段差解消スロープの設置を基本にする
　　こと。
　２）安全で快適な連続性のある移動動線の確保するため、自分の車いすならびに電動車いすで　
　　の機側（シップサイド）からの搭乗の徹底と告知を行うこと。また、ＤＰＩ世界会議（2002　
　　年・札幌）開催時に交わした定期航空協会との覚書では、国内主要空港での搭乗とされたが、
　　主要空港以外の地方空港でも機側搭乗が行えるよう整備を進めること。なお、到着時には、
　　車いすならびに電動車いすを機側で受け取り乗れるよう環境整備を行うこと。
　３）航空会社の主力機種は、機材のダウンサイジングにより大きく中型機や小型機へ移行する
　　ようになり、また、格安航空として新たに参入した航空会社に対応するため専用ターミナル
　　が建設されるようになった。こうした航空に関する環境の変化に対応して、空港の整備では、
　　旅客施設の移動等円滑化基準を尊守することは無論であるが、搭乗においてもボーディン
　　グブリッジ等、従来と変わらぬ利便性を確保すること。
　４）各航空会社が搭乗用に用意する車いす（兼アイルチェア）は、障害がある塔乗客にとって
　　親和性の高いものでなく、利用目線にもとづいた車いす（兼アイルチェア）を空港施設の付
　　帯整備品として整備すること。
２．航空機の整備について
　航空機の構造および整備については、客席数に応じて文字・音声による運行情報提供装置をはじめ機内で使えるアイルチェア、座席の可動式のひじ掛けや車いす用トイレの設置が移動等円滑化基準として義務づけられている。
　しかし、障害者が航空機を利用する際、客席数や機材の大きさによって決めるものではなく、すべての航空機において安全に快適に利用できることを要望する。
　１）座席の可動式のひじ掛けは、客席数や機材の大きさにかかわらず、すべての座席に設置す
　　ること。
　２）車いす使用者にとっては、車いすならびに電動車いすは歩行機能を補うものとして公的に
　　認められ、また公的な規格で作られたものである。そのため、大きさや重量に制限を掛ける
　　ことなく手荷物としてコンテナおよび隔壁貨物室（バルクカーゴ）にきちっと積み込めるよ
　　う分かりやすいルール化と基準を設けること。
　３）なお、バルクカーゴへの積載に際しては、車いすならびに電動車いすが破損することなく
　　被覆すると共に、安全に固定できるよう固定方法を明確にすること。
３．障害を理由による搭乗の拒否および制限について
　車いす使用者や視覚障害者、精神障害者、知的障害者、発達障害者など障害の種類や程度をまたは同乗者がいないことを理由に、搭乗を拒否することが各航空会社によって行われているが、これらは障害者の人権を侵害するものである。搭乗を拒否する理由を明らかにすると共に、このことについて国土交通大臣の考え方を明白にすること。なお、加えて以下について要望する。
　１）各航空会社における機材ごとに設けられた、歩行不可・車いす使用者（ＷＣＨＣ）の一機
　　当たりの搭乗者数を、また、その制限を行う安全性担保の根拠を明確にすること。
　２）航空機の予約の際のシートアサインとして、ＷＣＨＣ同士の横並びを不可とされているが、
　　その理由を明らかにすると共に、制限を撤廃すること。また、同様にＷＣＨＣの窓側客席へ
　　の誘導を撤廃すること。なお、下肢に障害がある搭乗客への足が伸ばせる（バルクヘッド）
　　シートをプライオリティーシートとして位置づけること。
　３）精神障害者、知的障害者の医師・看護師及び付添人同伴による搭乗、また診断書提出を撤
　　廃すること。
　４）医療を伴う搭乗客への同意書提出を廃止すること。
　５）ストレッチャー使用者および医療機器（酸素ボンベ、人工呼吸器等）固定用座席買取料金
　　を緩和すること。
４．手荷物の制限ついて
　日々手放すことのできない車いすや電動車いす等の補装具や人口呼吸器等の医療機器などを、手荷物として貨物室、機内へ持ち込む場合、バッテリーやリクライニング車いすのガススプリングを用いた製品、障害電波の出る医療機器等は、国際民間航空機関（ICAO）で危険物および離着陸時に電子機器に影響を及ぼすものとして規制が行われている。
　しかし、こうした機器についての情報や扱いが各航空会社の現場まできちっと伝わってなく、搭乗のたびに混乱を招いている。
　１）航空局が示したバッテリー（ウェット・シールド・リチウム）の扱いルールについて各航
　　空会社ごとに取扱が異ならないよう周知徹底を図ること。なお、電流遮断のため止む無くバ　
　　ッテリーを取り外す際には、航空会社の職員等で責任をもって取外し、到着時にも組み立て
　　を行うこと。
　２）リクライニング機構（ガススプリング）扱いについては、認定シールの有無について事前　
　　に航空会社にて確認を行うこと。
３）人口呼吸器や吸引器等の離着陸時に影響を及ぼす電子医療機器のうち、機材に影響を及ぼ
　さない製品については機材ごとの情報を、航空会社よりホームページ等で利用者情報として
　分かりやすく提供すること。
　４）なお、航空機へ持ち込む手荷物のうち、ICAOで規制された障害者に関連する機器類（上
　　記以外）については、「注意事項」として国土交通省のホームページに利用者へ分かりやすく
　　情報提供を行うこと。
５．委員会・研修会の設置および規則の見直しについて
　障害者の社会参加が広がり公共交通の役割の重要度が増し、鉄道事業者やバス事業者をはじめ関連する民間業界団体では、施設や車両のバリアフリー化整備を図ると共に、障害がある人たちへの配慮として積極的に研修や社員教育を進め一定レベルの改善が見られるようになった。
　しかし一方、航空事業者をはじめ民間業界団体は、この間閉鎖的な対応により障害者の航空機利用への理解や取組が遅れて、搭乗拒否等の大きな問題が頻発しており、こうした状況を早急に改善しなければならない。
　１）障害者の航空機利用では、搭乗等における対応方法および制約について、各航空会社の社
　　内規定に基づいて運用を行っており、利用者にとって大変な混乱を招いている。そのため、
　　各社が統一した運用が行えるよう、運送約款等を含めた規則の見直しを行うこと。
　２）航空局を呼び掛けとした、障害当事者団体、定期安全航空協会、航空事業者、空港運営事
　　業者、航空機製造会社、その他関係機関などによる定期的な協議の場を設置すること。
　３）当事者参画のもとでの航空事業者および空港運営事業者との研修を実施すること。
